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て《患者の抱える問題》が解決され，《QOLの改善やアド
ヒアランスの向上》へと結びつく，という変化のプロセス
をたどる．コアカテゴリ 《ー患者の抱える問題》では，ECT
患者は【ECTに対する不安】と【精神科を受診することに
関する不安】を抱えており，これらの２つの不安は相互に
影響し合っていることが示された．これらの２つの不安に
対する《医療側の対応》として，【患者の不安や疑問への対
策】として治療に関する詳細な説明を行い，それと同時に
【医療側の改善策】として受療環境の整備が行われた．《患
者の抱える問題》に対してこれらの《医療側の対応》を行
われたことによる影響を受けて，《患者の抱える問題》に変
化が生じ，《QOLの改善・アドヒアランスの向上》という
変化の結果がもたらされたものと考える．すなわち，【ECT
に対する不安が解消】され【精神科受診の必要性に関する
理解】が得られるようになったことから影響を受けて，『今
後の生活に希望が見え』たり『治療への積極性が芽生え』
たりするようになり，《QOLの改善・アドヒアランスの向
上》に結びついたものと考える．このように，ECT患者が
一連の治療の初期に直面する《患者の抱える問題》は，《医
療側の対応》を行うことによって解決され，その変化のプ
ロセスを経て結果的に《QOLの改善やアドヒアランスの向
上》につながるという構造である．
　第２節では，痛みに対する治療を目的としてＥＣＴを受
療する患者が，治療の当初抱いている不安を軽減するため
には，生成された構造モデルの《医療側の対応》が必要で
あることが考えられた．そこで，以下の３点を，難治性慢
性痛患者に対してECTを行う際のガイドラインとして定
めることとした．１）M-GTAによる分析の結果から，医
療者からの説明の不足や患者の理解の不十分さということ
が患者の不安を高めていることが示唆されたため，ECTに
対する患者の理解をより深めることと，患者の不安を解消
できるような体系的な丁寧な説明の流れを組むことを目的
として，ECTの概要や実際にECTを受ける際に理解してお
くべき点等に関する説明文を記載したリーフレットを作成
することとした．２）治療期間途中でのフォロー体制に関
して，患者に対する説明に必要な内容と説明のタイミング
を医師へ周知し，３）ECT患者の抱える問題について医療
スタッフへの周知・教育を行うこととした．
　第６章では，作成したガイドラインの有用性の検討を
行った．作成したガイドラインの有用性を検討するために，
HADS尺度を用いて，ガイドライン有り群とガイドライン
無し群のECT患者の心理状態について，治療開始時と退院
時の比較を行った．その結果，治療開始時ではガイドライ
ン有り群とガイドライン無し群のHADS尺度合計得点に
有意な差はなかったが，退院時のHADS尺度の合計得点に
おいてガイドライン有り群の方がガイドライン無し群より
も有意にHADS尺度の合計得点が低下していた．HADS尺
度の合計得点が低下したことは，ガイドライン導入の効果
によるものと考えられた．特にHADSの不安得点では，ガイ
ドライン有り群は退院時で得点が大きく低下したが，ガイド
ライン無し群は治療開始時と退院時の得点に有意差は見ら
れなかった．このことから，ガイドラインによる説明の充実
や受療環境の整備が為されていない状態では，約一カ月の治
療期間を通じて患者の不安は軽減されなかったことが示さ
れた．それに対して，ガイドライン有り群では，治療開始時
に比べて退院時には不安が有意に低下しており，退院時の両
群の比較においてもガイドライン有り群の不安の方が有意
に低いことから，本ガイドラインはECT患者の不安の軽減
に対して有効であると考えられる．これらのことから，ガイ
ドライン有り群では，ECT患者の心理状態の改善を得るこ
とができたものと考える．さらにガイドライン有り群におい
ては，患者から語られた報告から趣味の面や仕事の面におい
て，充分にQOLが改善している様子が窺われた．
　また，退院時の調査において，ガイドライン有り群はガ
イドライン無し群に比べて，説明の在り方や受療環境に対
する満足度が高く，今後の治療への積極性も高まっていた．
このことから，作成したガイドラインは，ECT患者のアド
ヒアランスの向上にも役立つものと考えられる．
　第７章では，本研究の効用ならびにその限界と，ECTを
受療する難治性慢性痛患者の心理的側面に関する今後の展
望について言及を行った．
　本研究において作成したガイドラインは，ECT患者への
心理教育と医療サイドへの心理教育による介入を主軸とし
たものであると考えられる．作成したガイドラインの有用
性の検討では，ECTの１クールの入院治療を通じて，治療
に関する十分な説明とそれに対する患者の理解の深まりに
よって，患者のQOLが改善していることやアドヒアランス
が向上していることが示唆されたと考えられる．
　しかし，今回の調査ではQOLの測定に関して尺度の使用
による測定は行っていないため，QOLやアドヒアランスの
長期的な予後の状態についても，今後は標準化された尺度
を用いて，経時的なフォローアップ調査を行い，従来述べ
られてきている健康関連QOLとの関連についても検討し
ていく必要性があると考えられる．
　また，ECT患者への心理援助や介入には，他にも様々な
アプローチの可能性があると考えられる．慢性痛患者への
認知行動療法やリラクセーション法の応用や，ECT患者同
士のグループ交流等を検討し，より効果的な取り組みに発
展させていきたい．慢性痛患者に対するこれらの心理的介
入の長期的な効果もあることから，退院後の予後を見据え
た心理援助並びに心理的介入を検討することも重要である
と考える．
